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研究成果の概要（和文）：本研究では、政策情報供給の効果を実証的に検証するとともに、立法府の情報公開を促進す
ることで政策情報の包括化を図り、政策情報の英文化によってわが国の国会や立法に関する国際的な理解・研究の基盤
整備を目指しています。必要な政策情報が誰でも効率的に入手できるという観点から、情報公開制度を通じた行政情報
の活用実態を解明するため、インターネット上で活用しうる情報公開開示請求データベースシステムを開発・公開する
とともに、国会審議について議員の発言内容に対応する審議映像を検索し、該当する審議映像の部分的視聴を可能にす
る国会審議映像検索システムを開発・公開しています。

研究成果の概要（英文）：We have been recently witnessing the steady increase of the government’s public 
information supply for citizens. This information has enabled easier access for policy information to 
more people. Yet has such improvement in public information actually affected the ways in which we make 
policy decisions, and, if positive, in what way? By focusing on these questions, we examine the 
effectiveness of information supply, and provide citizens with universal access to policy information, 
regardless of their knowledge and abilities to utilize information technology and language. We have 
initiated data collection projects that have resulted in the development of a database on administrative 
information disclosure requests to the prefectural and municipal offices, and the launch of an internet 
video retrieval system for Diet deliberations in which one can pinpoint and play the parliamentary video 
clips corresponding to the minutes of proceedings through a keyword search.
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、これまでの情報公開の成果を前
提とし、立法府の政策情報公開を促進すると
ともに、政策情報の国際化を追求しています。
これらの課題に共通する問題意識は、果たし
て政策情報の量的増加が市民の政策判断に
寄与してきたのか、誰しもが必要な政策情報
を効率的に入手するにはどのような情報公
開のシステムを構築すべきなのか、というこ
とにあります。 
 
２．研究の目的 

本研究では、これまでの政策情報の公開・
発信のあり方を問い直し、行政文書に限定さ
れてきた政策情報供給の効果を実証的に検
証するとともに、情報公開法の対象とされて
いない立法府の政策情報を公開・発信するポ
ータルサイトを運用し、行政や立法に関する
新たな情報公開方法を試行します。また、政
策情報を英文でも公開・発信し、わが国の政
策に関する国際的な理解・研究の基盤を提供
することを目指し、必要な政策情報が誰でも
効率的に入手できるという観点から、政策情政策情政策情政策情
報公開の包括化・国際化・ユニバーサル化報公開の包括化・国際化・ユニバーサル化報公開の包括化・国際化・ユニバーサル化報公開の包括化・国際化・ユニバーサル化を
追及しています。 
 
３．研究の方法 

(1) (1) (1) (1) 情報公開の効果検証情報公開の効果検証情報公開の効果検証情報公開の効果検証    
行政文書の管理・開示や電子化に限定され

てきた政策情報供給の効果を検証します。 
(2) (2) (2) (2) 政策情報の包括化政策情報の包括化政策情報の包括化政策情報の包括化    
立法府の政策情報公開を促進し、政府に関

する情報公開の包括化を図ります。  
(3) (3) (3) (3) 政策情報の国際化政策情報の国際化政策情報の国際化政策情報の国際化    
政策情報を英文で公開・発信し、わが国の

立法に関する国際的な理解・研究の基盤を提
供します。 
(4) (4) (4) (4) 情報公開のユニバーサル化情報公開のユニバーサル化情報公開のユニバーサル化情報公開のユニバーサル化    
政策的知識や IT・言語能力に制約されない

電子化情報の公開方法を試行します。 
 
４．研究成果 

(1) (1) (1) (1) 情報情報情報情報公開公開公開公開開示請求データベース開発開示請求データベース開発開示請求データベース開発開示請求データベース開発 

本研究では、情報公開制度を通じた行政情
報の活用実態を解明するため、インターネッ
ト上で活用しうる情報情報情報情報公開公開公開公開開示請求データ開示請求データ開示請求データ開示請求データ
ベースシステムベースシステムベースシステムベースシステムを開発・公開しています。こ
のデータベースシステムを用いて、開示請求
内容の自治体間の比較検証を行い、各自治体
の特性および自治体属性と請求内容との関
連性に関するパターンの抽出を試みるとと
もに、行政情報の需要・供給に関する情報を
自治体関係者や一般市民が共有・活用する方
策を検討します。 
具体的には、自治体の基本情報、請求部課

情報、請求案件情報をデータベース化し、自
治体毎に請求案件を集計し、自治体間の比較
がインターネットで可能となります。例えば、
複数の自治体における開示・部分開示・非開

示の件数を比較したり、ある特定の自治体や
複数の自治体の開示決定内容を月毎の時系
列集計で図示することもインターネット上
の簡単な操作でできます。 

 

 
また、開示請求内容について、単語の頻度

や共起関係をテキスト・データとし、共起の
程度が強い語を線で結ぶ共起ネットワーク
を描出し、自治体の特徴を視覚的に把握する
ことも可能となります。 

 
このように開示請求案件を総合的にデー

タベース化し、一般に公開していくことによ
って、自治体間の情報自治体間の情報自治体間の情報自治体間の情報共有共有共有共有が促され、効率的が促され、効率的が促され、効率的が促され、効率的
な情報開示に資するな情報開示に資するな情報開示に資するな情報開示に資することが期待されます。一
般市民にとって必要とする情報や文書名を
正確に知ることは容易ではありませんが、こ
うしたデータベースをレファレンスとし、文
書名の見当がつけられる程度に絞り込むこ
ともできます。開示請求案件名に含まれる地
理情報から、インターネットにおける地図表
示機能を活用し、身近な地域における開示請
求情報も確認できます。また、学術的にも、
開示請求案件名を詳細なテキスト・データと
して分析し、一般市民が必要とする行政情報
の全貌解明が可能となります。 



(2)(2)(2)(2)国会審議映像検索システム開発国会審議映像検索システム開発国会審議映像検索システム開発国会審議映像検索システム開発 

本研究では、ユニバーサルな政策情報公開
という観点から、国会審議について議員の発
言内容に対応する審議映像を検索し、該当す
る審議映像の部分的視聴を可能にする国会国会国会国会
審議映像検索システム審議映像検索システム審議映像検索システム審議映像検索システムを開発・公開し、また
自動翻訳機能を活用した英文入力サイトも
試行しています。 
具体的には、衆参両院事務局が配信してい

る国会審議の動画と、国会図書館の国会会議
録検索システムで検索できる国会審議の会
議録を音声認識によって同期させ、審議映像
を発言内容でキーワード検索し、部分再生す
るという世界初の試みに成功しています。 

 
また、動画に字幕を付すことにより、視聴

覚障碍者の国会審議映像活用にも貢献し、発
言の瞬間を URL として表現することにより、
SNS によるインターネット上での共有を容易
にします。例えば、審議動画の URL をツィー
トしたり、ニュース配信にも該当する審議動
画の URL を付すことができます。 

 
こうした音声認識を活用した動画の発言

内容による検索は、他言語への応用も考える
ことができ、海外の議会の審議映像配信に字
幕が付されていないことからも、視聴覚障碍
者による議会審議映像の活用という意味に
おいて画期的な試みと言えます。  
また、国会審議映像をより有効かつ多様に

利用することは、一般市民が国会審議をより
身近なものと感じ、民主主義的な意思決定の
実現にも寄与するものです。検索キーワード
を入力する画面に自動的に表示される「注目
のキーワード」は、集中的に発言され、検索
される単語の上位 15 位を表示し、利用者側
の注目度を反映する仕組みとして、実際に検
索入力されるものほど大きく表示されます。
こうしたキーワードは自動的集計され、時系
列的な変化を分析することもできます。 
 

さらに、音声認識によって文字情報と映像
情報を同刻する技術は、地方議会や審議会な
どの会議全般、ニュース報道にも応用でき、
本研究の取り組みはインターネットにおけ
る動画の活用法を革新し，国や自治体による
情報発信の方法も変革することになります。 
本研究は国際的な情報発信の非英語圏モ

デルを提示することも目指しており、具体的
には、国会審議映像検索システムに自動翻訳
による英文入力システムの試行版を導入・運
用しております。 
こうした自動翻訳技術を汎用可能なもの

とすることにより、政策情報への言語的アク
セシビリティを画期的に向上させ、情報供給
主体の翻訳努力に拠らずとも、わが国の政策
的現状に関する国際的な理解や研究を推進
する基盤となることを目指しています。 



 
 本研究では、こうしたデータベースや検索
システムを開発・公開するとともに、学会で
の論文報告や部会企画を通じて、また学術誌
における特集として研究成果を公表してい
ます。具体的には、検索システムの概要と分
析結果については、2012 年度のアジア学会と
日本選挙学会を皮切りに、2013 年度の日本公
共政策学会では、議会・立法に関する ICT の
活用と題して、セッションを企画し、国会審
議映像がどのように活用され、本研究におけ
る検索システムがいかなる貢献をなすのか
について検討しています。また、2014 年度の
米国政治学会と情報処理学会においても論
文報告を行っており、海外の議会研究者や音
声認識技術の研究者からも注目を集めてい
ます。 
さらに、政治学の学術誌『レヴァイアサン』

56 号で「国会という情報学」と題する特集を
組み、上記の日本公共政策学会における報告
論文を掲載しています。具体的には、それら
の論文は、国会議員のホームページにおける
審議映像の公開と議員の再選動機の関係を
検証するものや、委員会の中断を審議映像か
ら把握して与野党関係の変化を分析するも
の、発言者の仕草を審議映像から把握して非
言語表現が受け手に及ぼす作用を実験的に
解明するものです。また、特集号では、音声
認識や自然言語処理、言語学の専門家を招い
て、国会や地方議会における審議を政治学者
でない研究者がどのように分析し，政治学以
外の分野において会議録や審議映像がどの
ような意味を持つのかを議論し、座談会録と
して掲載しています。 
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６．研究組織 

(1)研究代表者 
 増山 幹高（MASUYAMA, Mikitaka） 

政策研究大学院大学・政策研究科・教授 
 研究者番号：５０３１７６１６ 
 
(2)研究分担者 
 川人 貞史（KAWATO, Sadafumi） 

東京大学・法学政治学研究科・教授 
 研究者番号： １０１３３６８８ 
 
 待鳥 聡史（MACHIDORI, Satoshi） 

京都大学・公共政策連携研究部・教授 
 研究者番号： ４０２８３７０９ 
 
(3)連携研究者 
飯尾 潤 （IIO, Jun） 
政策研究大学院大学・政策研究科・教授 

 研究者番号： ９０２４１９２６ 


